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第１章 総則 

１． 業務の目的 

北見市公共下水道事業は、北見処理区、常呂処理区及び留辺蘂処理区の３処理区 

と漁業集落排水事業の栄浦地区で構成されている。 

本業務は、このうち常呂処理区に係る常呂終末処理場及び関連するマンホールポ 

ンプ施設等並びに栄浦地区の栄浦終末処理場及び関連するマンホールポンプ施設等 

の維持管理業務を包括的に委託し、施設機能を常時適切な状態に保持することによ

り、効率的かつ安定的な下水処理サービスを提供することを目的とする。また、受

託者の技術的知見及び創意工夫を活用し、効率的な維持管理、計画的な設備保全、

施設の長寿命化並びにライフサイクルコストの縮減を推進し、将来にわたり持続可

能な下水道事業運営を実現することを目的とする。 

 

２． 本書の位置づけ 

 この業務要求水準書（以下「要求水準書」という。）は、入札参加者が応札するに

あたり、本業務の前提条件及び発注者である北見市上下水道局（以下「委託者」とい

う。）が求める業務水準、履行条件その他必要な事項を示すものである。 

本要求水準書に定める内容は、本業務において達成すべき最低限の要求水準を示す 

ものであり、その達成に必要な具体的な実施方法、実施体制、点検方法、維持管理手

法その他の業務遂行方法については、関係法令等を遵守したうえで、受託者の技術的

知見及び創意工夫に基づき実施するものとする。 

 本要求水準書に定めのない事項については、特記仕様書その他関係図書によるもの

とする。 

 

 

第２章 業務の概要 

１．業務の実施体制 

(１) 運転管理 

受託者は、本業務の履行に必要な人員配置等の実施体制を構築し、自己の責任に

おいて、常に要求水準を満足する運転管理、保守点検、予防保全、汚泥管理及び施

設の機能維持を実施するものとする。 

委託者は、受託者による業務の履行状況を確認し、必要な監督及び評価を行うも

のとする。 
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（２）施設機能の維持 

受託者は、本業務の履行期間中、対象施設の機能を適切に維持し、常に要求水 

準を満足する状態を確保しなければならない。 

また、受託者は施設の状態把握に努め、計画的な設備保全及び施設の長寿命化

に資する改善提案を行うものとする。 

委託者は、必要に応じて施設の機能維持状況について確認を行うことができ

る。 

（３）随時の検査、確認 

委託者は、本業務の履行状況を確認するため、必要に応じて対象施設への立入

検査、関係書類の確認、水質検査その他必要な調査を実施することができる。 

受託者は、委託者から説明又は資料の提出を求められた場合は、これに協力し

なければならない。 

 

２．危機管理への対応 

受託者は、事故、故障、停電、災害その他の危機事象が発生した場合は、放流水質

の保全、施設機能の維持及び安全確保を優先し、必要な初動対応を行うとともに、速

やかに委託者へ報告するものとする。 

受託者は、危機事象への対応について、委託者が定める「北見市下水道事業業務継

続計画（BCP）」その他関係マニュアル及び受託者が作成する緊急時対応マニュアル

に基づき対応するものとし、大規模災害その他施設運営に重大な影響を及ぼす危機事

象が発生した場合は、委託者の指示に従い必要な協力を行うものとする。 

 

３．施設概要等 

（１）特定環境保全公共下水道事業施設（常呂処理区） 

① 名   称 ：常呂終末処理場 

② 所 在 地 ：北見市常呂町字土佐６８番地１ 

③ 排 除 方 式 ：分流式 

④ 水処理方法 ：回分式活性汚泥法 

⑤ 現有処理能力：最大１，２００㎥/日 

⑥ 汚泥処理能力：多重盤型スクリュープレス脱水機 

⑦ 放 流 先 ：一級河川常呂川 

北見市

（委託者）

民間事業者

（受託者）

本契約

監視・評価

現地報告

（日報・月報・年報等）



3 

 

⑧ 供 用 開 始 ：平成７年１２月 

⑨ マンホールポンプ所：５か所 

⑩ フロー図 ：参考資料（技術提案書提出要請時に提示） 

 

 

（２）漁業集落排水事業施設（栄浦地区） 

① 名   称 ：栄浦終末処理場 

② 所 在 地 ：北見市常呂町字栄浦 

③ 排 除 方 式 ：分流式 

④ 水処理方法 ：回分式活性汚泥法 

⑤ 現有処理能力：最大６００㎥/日 

⑥ 汚泥処理能力：重力濃縮後、場外施設（常呂終末処理場の汚泥貯留槽へ投入） 

⑦ 放 流 先 ：サロマ湖 

⑧ 供 用 開 始 ：平成４年４月 

⑨ マンホールポンプ所：２か所 

⑩ フロー図 ：参考資料（技術提案書提出要請時に提示） 

 

 

４．流入水量及び処理実績について 

（１）常呂終末処理場 

    水量・水質  

項  目 R3 R4 R5 R6 R7 

年間流入水量（㎥/年） 204,824 204,303 200,912 195,339 196,028 

日平均流入量（㎥/日） 561 559 549 535 537 

日最大流入量（㎥/日） 1,079 1,044 1,028 888 1,012 

日最小流入量（㎥/日） 506 516 494 484 479 

流
入
水
質 

pH 7.4 7.3 7.3 7.3 7.3 

BOD（㎎/L） 206 216 190 172 189 

COD（㎎/L） 107 113 110 106 111 

SS（㎎/L） 171 166 164 165 174 

放
流
水
質 

pH 6.6 6.7 6.7 6.7 6.7 

BOD（㎎/L） 1.3 1.6 1.3 1.2 1.2 

COD（㎎/L） 8.7 8.4 7.9 8.4 7.8 

SS（㎎/L） 1.5 1.1 1.3 1.2 1.3 

大腸菌数（CFU/ⅿL） 0 12 2.9 13.6 2 

※R3~R6の大腸菌数については、大腸菌群数×0.29として換算しています。 
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     汚泥処理実績 

項  目 R3 R4 R5 R6 R7 

汚泥処理量（㎥/年） 4,493.3 4,994.8 4,722.2 4,620.7 4,303.8 

浄化槽汚泥量（㎥/年） 478.1 564.7 478.6 472.9 476.6 

栄浦汚泥量（㎥/年） 272.0 288.0 272.0 328.0 310.5 

脱水ケーキ発生量（ｔ/年） 200.5 209.6 186.7 186.7 183.6 

脱水ケーキ含水率（%） 81.6 81.0 80.8 80.9 80.9 

 

（２）栄浦終末処理場 

    水量・水質  

項  目 R3 R4 R5 R6 R7 

年間流入水量（㎥/年） 47,621 50,832 50,459 58,951 49,892 

日平均流入量（㎥/日） 130 139 138 162 137537 

日最大流入量（㎥/日） 285 205 230 279 220 

日最小流入量（㎥/日） 118 125 114 146 118 

流
入
水
質 

pH 7.1 7.2 7.1 7.1 6.9 

BOD（㎎/L） 116 114 106 113 100 

COD（㎎/L） 77 76 77 75 75 

SS（㎎/L） 137 154 151 149 173 

放
流
水
質 

pH 7.0 7.0 7.0 7.0 6.3 

BOD（㎎/L） 0.6 0.7 0.7 0.8 0.5 

COD（㎎/L） 4.8 4.4 5.3 4.4 4.1 

SS（㎎/L） 0.3 0.4 0.4 0.6 1.6 

大腸菌数（CFU/ⅿL） 0.58 0.58 0 0 0 

※R3~R6の大腸菌数については、大腸菌群数×0.29として換算しています。 

 

５．受託者の裁量 

受託者は、本要求水準書に定める要求水準及び関係法令等を満足することを前提と

して、自らの技術的知見及び創意工夫により、運転管理方法、保守点検方法、予防保

全、整備方法、業務実施体制その他維持管理の実施方法を決定することができる。 

ただし、施設の安全性、放流水質その他公共下水道の機能に重大な影響を及ぼすお

それがある事項については、事前に委託者と協議するものとする。 
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第３章 業務方針 

１．運転管理業務の基本方針 

受託者は、本市の公共下水道事業の状況を把握したうえで、各施設の適切な運転管 

理を実施すること。なお、施設の運転管理は、以下の基本方針を前提とする。 

（１）これまでに蓄積してきた知識と経験及び創意工夫を最大限活用し、自らの責任

において主体的な運転管理を行うこと。 

（２）効率的な運転管理のもと安定した下水処理に努めること。 

（３）関係法令等の趣旨を踏まえ遵守すること。 

（４）現有施設を有効活用し、必要な処理能力を確保すること。 

（５）良好な放流水質を確保するため、必要に応じて自主的な管理基準を設定し、適

正な水質管理を実施すること。 

（６）安定した汚泥の性状を確保するよう努めること。 

（７）設備の系列・号機の切り替えを適時行い、均一な運転に努めること。 

（８）設備の故障等が発生した場合は、委託者と密な連絡を行い、速やかな復旧に努 

めること。 

（９）業務の公益性を十分理解し、地域住民等に対する適切な配慮を行うこと。 

（１０）現行の処理機能及び維持管理水準を維持するとともに、継続的な改善に努め   

ること。 

（１１）予防保全を基本とした計画的な維持管理に努めること。 

（１２）下水処理施設等の管理技術の伝承に努めるとともに、技術研修の実施及び必

要な資格取得等を通じて、業務従事者の技術力向上を図ること。 

 

２．計画流入条件 

北見市公共下水道事業計画（第30次）における計画値を下記に示し、運転管理上の

計画条件として取り扱うものとする。 

 

（常呂終末処理場） 

項 目 基準値 

日最大汚水量（㎥/日） 750以下 

流入下水水質 

（流量調整槽） 

BOD（mg/L） 230以下 

SS（mg/L） 270以下 

 

（栄浦終末処理場） 

項 目 基準値 

日最大汚水量（㎥/日） 600以下 
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流入下水水質 

（流量調整槽） 

BOD（mg/L） 116以下 

SS（mg/L） 173以下 

 

３． 流入水が計画条件を満足しない場合の対応 

（１）受託者は、流入水が計画条件を超過した場合であっても、適切な運転管理により

放流水質基準を満足するよう最大限努めるものとする。また、対応については必要

に応じて委託者と協議するものとする。 

（２）受託者は、流入水基準を超過する流入水を確認した場合は、速やかに委託者へ報 

  告しなければならない。 

（３）流入水基準の超過により要求水準の達成が困難となる場合は、委託者及び受託者 

  が協議のうえ対応を決定するものとする。 

 

 

第４章 運転管理において受託者の満たすべき要求水準 

１．放流水質に関する要求水準 

過去の汚水処理実績における放流水質は、要求基準を満足している。また、委託者

は要求水準の達成状況を公表することができる。 

 

（常呂終末処理場） 

基準項目 法定基準項目 北見上乗せ基準 管理目標値 

ｐＨ（―） 5.8以上8.6以下 5.8以上8.6以下 業者提案 

BOD（mg/L） 15以下 10以下 業者提案 

SS（mg/L） 40以下 30以下 業者提案 

大腸菌数（CFU/mL） 800以下 500以下 業者提案 

 

（栄浦終末処理場） 

基準項目 法定基準項目 北見上乗せ基準 管理目標値 

ｐＨ 5.8以上8.6以下 5.8以上8.6以下 業者提案 

BOD（mg/L） 10以下 10以下 業者提案 

SS（mg/L） 30以下 30以下 業者提案 

大腸菌数（CFU/mL） 800以下 500以下 業者提案 

 

 

（１）受託者は、放流水質が北見上乗せ基準を満足するとともに、受託者が提案した

管理目標値を指標として、適切に運転管理及び水質管理を行わなければならな

い。管理目標値を満足しないことが確認された場合は、その原因を把握し改善措
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置を講じるとともに、管理目標値を満足する状態が確認されるまで、１日１回以

上の水質測定を実施しなければならない。 

（２）放流水質の達成状況の確認は、受託者が実施する水質測定結果並びに委託者が

実施する下水定期試験及び必要に応じて実施する水質試験結果により行うものと

する。 

 

２．汚泥性状に関する要求水準 

  受託者は、汚泥処理設備の適切な運転管理により、安定した汚泥性状を確保すると

ともに、脱水ケーキが適正に運搬及び処分できる状態を維持しなければならない。 

受託者は、脱水ケーキの含水率が運転管理目標値を超過した場合又は超過するおそ

れのある場合は、速やかに原因を調査するとともに、必要な改善措置を講じなければ

ならない。 

なお、遠心脱水機の運転管理目標値は次のとおりとし、受託者の運転管理その他受

託者の責めに帰すべき事由により、その運転管理目標値を超過した場合は、受託者の

責任と負担において対応するものとする。 

 

（常呂終末処理場） 

種 別 項 目 運転管理目標値 

脱水ケーキ 含水率 85％以下 

※品質管理の観点から、受注者は定期的に含水率を測定し、その結果を記録しなければならない。 

 

３．施設の機能維持に係る保全に関する要求水準 

受託者は、本施設の機能を適切に維持するため、日常点検、定期点検その他必要な

保守管理を実施し、施設及び設備機器を正常な状態に維持しなければならない。 

受託者は、施設及び設備機器の状態を適切に把握し、劣化の進行抑制及び予防保全

に努めるものとする。 

契約期間終了時においては、受託者は、維持管理記録、設備状態及び整備履歴等を

整理し、委託者への円滑な引継ぎが可能な状態を確保するとともに、施設及び設備機

器が通常の運転管理に支障のない状態となるよう維持管理を行うものとする。 

なお、受託者の故意又は過失その他責めに帰すべき事由により生じた損傷について

は、受託者の責任と負担において復旧するものとする。 

建築物および外構等については、適切な保守管理および清掃を実施し、著しく美観

を損なわない状態を維持しなければならない。 
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４．遵守すべき法令等 

受託者は、本業務の履行にあたり、関係法令、条例、規則、基準、指針その他関 

係諸規程を遵守しなければならない。 

主な関係法令等は次のとおりとする。なお、記載のない法令等についても、本業

務に関係するものについては遵守するものとする。 

（１）関係法令等   

① 下水道法 

② 環境基本法 

③ 水質汚濁防止法 

④ 労働基準法 

⑤ 労働安全衛生法 

⑥ 労働者災害補償保険法 

⑦ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

⑧ 大気汚染防止法 

⑨ 騒音規制法 

⑩ 振動規制法 

⑪ 悪臭防止法 

⑫ 建設業法 

⑬ 建築基準法 

⑭ 電気事業法 

⑮ 消防法 

⑯ 高圧ガス保安法 

⑰ ガス事業法 

⑱ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

⑲ エネルギーの使用の合理化に関する法律 

⑳ 酸素欠乏症等防止規則 

㉑ 道路法 

㉒ 北見市関係例規類集 

㉓ 網走国定公園管理指針 

㉔ その他関連法令および規則等 

 

 

第５章 本業務の範囲 

本業務は、常呂終末処理場と栄浦終末処理場及び関連施設の機能を適切に維持

し、要求水準を満足するために必要な運転管理、保守点検、予防保全、整備提案、

修繕対応その他の業務を対象とする。 
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受託者は、本業務の履行にあたり、自らの責任と裁量により創意工夫を発揮し、

施設及び設備機器が有する機能及び性能を十分に発揮できるよう業務を実施しなけ

ればならない。 

なお、本業務の詳細な内容及び要求水準については、次章以降に定めるものとす

る。 

 

 

第６章 運転管理に関する業務 

１．運転管理 

受託者は、常呂終末処理場と栄浦終末処理場を拠点として、水処理、汚泥処理、場

外施設等に係る運転操作及び監視業務を行うものとする。 

また、各処理施設の運転監視及び操作業務は、委託者及び関係機関との連携を図り

ながら適切に実施すること。 

（１）中央監視室における監視・操作 

（２）場外施設の監視 

（３）各種機器の現場運転操作 

（４）運転管理に必要な測定器等の校正、調整 

（５）水質・汚泥等の管理 

（６）故障・異常時等の処置 

 

２．水質等試験 

受託者は、維持管理に必要な水質等試験並びに試料の採取及び送付を行う。 

水質試験業務には次の業務を含む。 

（１）水質試験 

  ① 日常試験（中試験）週１回以上 

② 通日試験     ４ヶ月に１回以上（年3回以上） 

受託者は、前各号の試験結果を記録し、委託者へ報告するものとする。 

  ③ 精密試験及びノルマルヘキサン抽出物質試験に係る試料の採取及び浄化セン

ターへの送付 

④ 臨時試験 必要に応じて実施 

（２）汚泥試験 

日常試験・臨時試験 

受託者は、運転管理上必要な日常試験及び臨時試験を実施し、その結果を記

録するとともに、委託者から求めがあった場合は、速やかに提出できるよう整

理・保管しなければならない。 
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また、委託者が指定する汚泥試験に関する試料を採取し、浄化センター送付

するものとする。 

（３）その他運転管理に係る試験 

（４）水質試験器具の洗浄・管理 

（５）水質計器その他測定機器の校正及び調整 

 

３．危機管理 

（１）危機管理の対応 

受託者は、震災、停電、施設故障、大雨、悪質流入水その他の緊急事態及び防

犯上の異常事態に備え、緊急連絡体制及び非常招集体制を整備するとともに、必

要な応急措置を実施できる体制を確保しなければならない。 

（２）初動対応及び報告 

受託者は、緊急事態又は異常事態が発生した場合は、直ちに必要な初動対応及

び応急措置を実施するとともに、速やかに緊急連絡体制に基づき委託者へ報告し

なければならない。 

（３）降雨時対応 

受託者は、降雨時における施設の運転管理について、気象情報、流入水位、流

入水量、ポンプ井水位、河川水位その他必要な情報を収集・活用し、各施設の特

性を踏まえた先行的な対応を含め、適切な運転管理を実施しなければならない。 

（４）重大な危機事象への対応 

     危機事象の規模及び内容に応じた対応については、第２章「業務の概要」２．

「危機管理への対応」の規定による。 

委託者は、重大な危機事象が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、

施設の運転管理その他必要な事項について、受託者に対して指示することができ

る。 

     受託者は、委託者から指示を受けた場合は、その指示に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

（５）研修及び訓練 

     受託者は、危機事象に備えた研修及び緊急時対応訓練を年１回以上実施しなけ

ればならない。 

また、訓練計画を事前に委託者へ提出するとともに、訓練実施後は結果を取り

まとめ、委託者へ報告しなければならない。 

（６）緊急連絡体制の維持 

受託者は、緊急連絡体制及び非常招集体制を常に最新の状態に維持し、変更が

生じた場合は速やかに委託者へ報告しなければならない。 
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第７章 資機材等の調達・管理業務 

１．資機材等の調達及び管理 

受託者は、本業務の履行に必要となる薬品、消耗品、部品その他資機材を調達し、

受入確認、保管、在庫管理その他必要な管理を適切に行わなければならない。 

また、調達する資機材は、施設の運転管理に支障を及ぼさず、設備機器の機能及び

性能を損なわない適切な品質及び規格を有するものとしなければならず、法令等で定

めのあるものについては、事前に委託者の承認を得なければならない。 

（１）水道使用に係わる管理 

（２） 薬品類 

① 薬品類の種類 

ア．塩素剤（消毒用） 

イ．高分子凝集剤（汚泥脱水用） 

ウ．その他必要なもの 

② 調達管理 

受託者は、下水処理施設等の運転管理に必要な薬品及び水質分析に用いる薬 

     品を調達し、適法・適切に貯蔵、管理、使用量を把握し、適正な在庫管理を行 

    う 

（４）報告書作成に必要な用紙、記録媒体その他消耗品等 

（５）油脂類 

（６）塗料類 

（７）ボイラー清缶剤等 

（８）機械設備、電気設備及び計装設備の日常的な維持管理に必要な部品、消耗品等 

（９）燃料油（軽油、灯油）※暖房用・給湯用 

各燃料について、調達・給油の立ち会い、及び残量確認等適切に管理する。 

（１０) 受託者が実施する水質試験用の機器、消耗品及び薬品類並びに試料の採取及び

送付に必要な容器、梱包材及び送料 

（１１）その他本業務の履行に必要な全ての機器器具、計測機器、消耗品、工具類およ 

び荒物雑貨類 

 

 

第８章 保全管理 

受託者は、予防保全を基本とし、施設及び設備機器の機能を維持するとともに、

安定した下水処理を確保するため、保守点検、点検整備及び必要な整備・補修等の

維持管理対応を実施しなければならない。 

１．設備の保守点検 
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（１）保守点検の対象 

保守点検の対象は、機械設備、電気計装設備、自家用発電設備、土木構造物及び

建築物並びに敷地内外における放流渠及び圧送管の附帯設備とする。 

（２）保守点検の実施 

受託者は、機械・電気・計装設備の構造及び特性並びに施設全体のシステムを十

分に把握し、下水処理施設の運転に支障を生じさせないよう保守点検を実施するこ

と。 

① 日常点検 

日常点検は、関係法令及び下水道維持管理指針その他関係基準を参考に実施す

ること。 

② 定期点検 

定期点検は、設備の状態を把握し機能維持を図るため計画的に実施すること。 

      ③ 法定点検等 

受託者は、次に掲げる法定点検及び自主点検を実施すること。 

ア 消防設備法定点検 

イ クレーン法定点検 

 

２．点検整備 

受託者は、設備の機能維持及び故障の未然防止を図るため、設備機器の状態を把握

し、適切な点検整備を実施しなければならない。 

受託者は、設備機器の状態を把握し、設備更新履歴及び設備の状態を踏まえた点検

整備計画を作成し、委託者へ提出のうえ、協議を経て計画的に実施すること。 

点検整備には、日常的な整備、分解点検、部品交換等、設備機能の維持に必要な措

置を含むものとする。 

受託者は、保守点検及び点検整備の結果に基づき必要な措置を講じるものとし、そ

の未実施又は不適切な実施に起因して設備の故障、損傷その他の不具合については、

受託者の責任において対応しなければならない。 

受託者は、毎年度当初に点検整備計画を提出し、年度終了後に実施結果を報告しな

ければならない。 

委託者及び受託者は、点検整備計画、実施結果及び設備機器の状態を踏まえ、今後

必要となる整備、修繕又は設備更新について協議し、必要に応じて点検整備計画を見

直すものとする。 

委託者は、点検整備計画及び実施結果を確認し、設備の機能維持上必要な点検整備

が実施されていないと認めた場合は、受託者に対し改善を求めることができる。 
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３．設備の整備及び修繕  

（１）基本事項  

      受託者は、保守点検等により設備機器の性能低下、不具合、故障又は損傷を確    

    認した場合は、施設機能及び放流水質への影響を確認し、必要な対応を検討する 

ものとする。  

        受託者は、自らの技術的知見に基づき、効率的かつ効果的に業務を実施するも 

    のとする。ただし、設備機器の分解整備、部品交換、外部への発注その他施設機 

能又は費用負担に影響を及ぼす対応を行う場合は、その金額にかかわらず、必要

性、実施内容、概算費用及び施設運転への影響等を委託者へ提示し、あらかじめ

承認を受けなければならない。  

（２）軽微な補修及び整備  

      受託者は、現場において速やかに機能回復が可能な軽微な補修を行い、その結 

    果を委託者へ報告するものとする。軽微な補修に要する労務並びに通常使用する 

少額の資材及び消耗品に係る費用は、本業務委託料に含むものとする。  

       設備機器の性能低下、劣化又は軽微な不具合について、分解、清掃、調整又は 

部品交換等により機能若しくは性能を回復させる作業を整備とする。  

       １件当たり２００万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）の整備は、受託 

    者が本業務委託料の範囲内で実施するものとする。  

       １件当たり200万円以上（消費税及び地方消費税を含む。）の整備は、原則と 

    して委託者が発注し、その費用を負担するものとする。この場合、受託者は、原

因調査、整備内容及び仕様の整理、発注に必要な資料の作成、現場立会い並びに

動作確認等を、本業務委託料に含まれる労務として行うものとする。 

（３）修繕  

      設備機器の故障又は破損等により機能が失われ、又は著しく低下し、前項に定 

める整備では機能若しくは性能を回復できない場合に行う復旧措置を修繕とす 

る。  

        修繕は、その金額にかかわらず、原則として委託者が発注し、その費用を負担

するものとする。  

       受託者は、修繕に当たり、次に掲げる業務を本業務委託料に含まれる労務とし 

て行うものとする。  

        ① 不具合状況及び施設機能への影響の確認 

② 故障原因の調査及び整理 

③ 応急措置及び仮設対応 

④ 修繕方法、必要部品及び概算費用の検討 

⑤ 見積書、図面、写真その他発注に必要な資料の収集及び整理 

⑥ 発注仕様書等の作成に必要な情報の整理及び委託者への提供 
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⑦ 修繕業者との連絡調整及び現場立会い 

⑧ 修繕後の試運転及び動作確認 

⑨ 修繕結果及び関係書類の整理・報告  

前項に掲げる業務に要する受託者自身の人件費、一般管理費その他の労務に係 

る費用は、本業務委託料に含むものとし、受託者はこれを別途請求することがで 

きない。  

        修繕に要する部品費、材料費、修繕業者が行う作業の労務費、機械器具費、仮 

設資材費、運搬費、試験費その他修繕に直接必要となる費用は、委託者が負担す 

るものとする。  

       ただし、受託者の責めに帰すべき事由により必要となった修繕については、別 

に定める責任分担によるものとする。  

    （４）対応区分及び緊急時の取扱い  

      整備又は修繕の区分に疑義が生じた場合は、設備機器の状態、原因、機能回復

の方法及び費用等を踏まえ、委託者及び受託者が協議して決定するものとする。  

        緊急時において、事前に委託者の承認を受ける時間的余裕がない場合は、受託 

者は、必要最小限の応急措置又は仮設対応を行い、直ちに委託者へ報告するもの 

とする。  

        恒久的な整備又は修繕に係る発注については、緊急時であっても、原則として 

委託者の事前承認を受けるものとする。 

 

 

第９章 施設管理業務 

１．清掃、緑地管理等の業務 

受託者は、本施設の機能及び作業環境を良好に保つとともに、施設の美観及び衛生

環境を維持し、地域住民に不快感を与えないよう適切な施設管理を実施しなければな

らない。 

このため、施設内外の清掃、除草、樹木の剪定、散水、病害虫防除その他必要な環

境整備及び保全業務を計画的に実施すること。 

また、冬期間においては、業務の遂行及び来訪者の安全な通行を確保するため、通

路、駐車場その他必要な箇所の除雪及び凍結防止対策を実施すること。 

 

２．施設巡視、防犯管理 

受託者は、施設の安全な管理及び施設機能の維持を図るため、施設内外の巡視、施

錠管理その他必要な防犯管理を実施しなければならない。 

巡視により異常を発見した場合は、速やかに委託者へ報告し、必要な対応を行うも

のとする。 
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第１０章 その他業務 

１．改善提案 

（１）受託者は、本業務の実施を通じて得られた知見を活用し、運転管理の効率化、維

持管理水準の向上、省エネルギー化、コスト縮減その他施設の機能向上に資する事

項について、施設の改良、改造又は設備の追加等を含め、委託者へ提案することが

できる。なお、受託者の責任及び費用負担により実施する提案については、あらか

じめ委託者と協議するものとする。 

 

（２）委託者は、前項の提案を受けた場合は、その内容を検討し、必要に応じて受託者

と協議するものとする。提案を実施する場合の内容、費用負担及び取扱いについて

は、委託者及び受託者が協議のうえ決定するものとする。 

 

２．施設機能確認 

（１）受託者は、本業務の対象施設について、適切な維持管理を行い、契約期間を通じ 

て要求水準を満足する施設機能を維持するとともに、契約期間終了時において通常 

の運転管理に支障のない状態を確保しなければならない。 

（２）受託者は、契約期間中に実施した点検、整備、修繕等の履歴を整理するととも 

に、施設及び設備機器の状態を確認し、施設機能確認報告書を作成して委託者へ提 

出するものとする。 

（３）施設機能確認の実施方法、確認項目及び報告内容については、受託者の提案を基 

本として委託者と協議のうえ決定するものとする。 

３．委託者事業への協力 

（１）受託者は、委託者が実施する改築、改良、更新、修繕その他工事について、必要

な調整、立会い及び運転管理上の協力を行うものとする。また、工事完了後は試運

転等に立ち会い、施設機能及び運転へ管理上の影響を確認するとともに、異常又は

不具合を確認した場合は速やかに委託者へ報告するものとする。 

（２）受託者は、委託者が実施する施設運営、維持管理、改築更新計画その他下水道事

業に関する調査、研究、検討、統計資料作成等について本業務において取得した運

転管理情報、設備状況その他必要な資料の提供及び技術的な協力を行うものとす

る。 

（３）受託者は、委託者の要請に応じて施設見学者への対応に協力し、施設及び下水道

事業への理解促進に努めるものとする。 

 

４．環境保全・地域対応 

（１）受託者は、施設の運転管理にあたり、環境負荷の低減、省エネルギー及び資源の 
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有効利用に配慮するとともに、周辺環境への影響低減に努めるものとする。 

（２）受託者は、脱臭設備その他環境保全に関する設備を適切に維持管理し、悪臭その 

他周辺環境への影響防止に努めるものとする。 

（３）受託者は、周辺住民その他利害関係者から苦情等を受けた場合は、必要な初期対 

応を行うとともに、速やかに委託者へ報告し、その対応状況を記録するものとす 

る。 

 

５．安全衛生管理 

（１）受託者は、労働安全衛衛生法その他関係法令を遵守し、業務従事者の安全及び健

康の確保に努めるものとする。 

（２）受託者は、作業環境の確保、事故及び災害の防止を図るため、必要な安全衛生管

理を適切に実施するものとする。 

 

６．備品管理 

（１）受託者は、本業務に使用する什器、備品及び工具類を適切に管理し、業務の遂行

に支障がない状態を維持するものとする。 

（２）受託者が業務実施のために調達した什器、備品及び工具類の維持管理及び更新に 

ついては、受託者の負担とする。 

 

７．産業廃棄物管理 

（１）受託者は、本業務に伴い発生する産業廃棄物について、関係法令を遵守し、適正

な保管、搬出及び管理を行うものとする。 

（２）受託者は、本業務に含まれる汚泥等の収集運搬について、委託者及び処理業者等

と連携し、搬出日時、搬出量その他必要な事項の調整を行うものとする。 

（３）受託者は、産業廃棄物の収集運搬に必要な手続きを行うとともに、マニフェスト

その他必要な書類を適切に管理し、委託者へ必要な報告及び提出を行うものとす

る。 

（４）汚泥等の収集運搬に係る費用は、本業務委託料に含むものとする。なお、処理及

び処分に係る契約並びに費用負担については、委託者が行うものとする。 

 

８．報告等 

（１）受託者は、本業務の履行状況、施設の運転状況、維持管理状況その他必要な事項

について記録を作成し、適切に整理及び保管するとともに、委託者が確認できる状

態にしておかなければならない。 

（２）受託者は、各業務に係る定期報告について、報告内容、様式、頻度及び提出方法

を提案し、委託者と協議のうえ決定するものとする。 
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（３）受託者は、委託者から業務に関する記録、資料又は報告を求められた場合は、速

やかに提出しなければならない。 

（４）事故、故障、水質異常、災害その他施設の運営に重大な影響を及ぼす事象が発生

した場合は、受託者は速やかに委託者へ報告するとともに、必要な対応について協

議するものとする。 

 

９．貸与品 

（１）備品等の貸与 

委託者は、本業務期間の開始時に委託者が保有する備品及び材料品類を受託者

へ貸与する。 

受託者は、貸与を受けた備品及び材料品類について、委託者立会いのもと数量

及び状態を確認し、善良な管理者の注意をもって適切に維持管理しなければなら

ない。 

なお、受託者の責めに帰すべき事由により貸与品に故障、損傷又は紛失が生じ

た場合は、受託者の負担により修繕又は補充を行うものとする。 

（２）貸与品等の返還 

受託者は、本業務期間の終了時に、貸与を受けた備品及び材料品類を委託者へ

返還しなければならない。 

なお、通常の使用による経年劣化を除き、受託者の責めに帰すべき事由により

機能低下、損傷又は紛失が生じた場合は、受託者の負担により原状回復又は同等

品による補充を行うものとする。 

 

１０．その他 

本要求水準書に定めのない事項又は解釈に疑義が生じた事項については、委託者及

び受託者が協議のうえ決定するものとする。 

 

 

第１１章 事業期間終了に伴う業務 

１．契約期間終了時の措置 

（１）受託者は、本業務期間の完了時において、本業務の対象施設が要求水準を満足

し、通常の運転管理に支障のない状態で委託者へ引き渡さなければならない。 

（２）受託者は、契約期間中に実施した運転管理、点検、整備、修繕その他維持管理

の履歴を整理するとともに、契約期間終了時における施設及び設備機器の状態を

確認し、その結果を施設機能確認報告書として取りまとめ、委託者へ提出するも

のとする。 
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２．引継業務 

契約終了に伴い受託者が変更となる場合は、本業務の継続性及び安定した施設運 

営を確保するため、現受託者は、委託者及び次期受託者に対し、必要な引継ぎを実 

施するものとする。 

（１）引継期間 

受託者は、次期受託者が選定された場合は、委託者及び次期受託者と協議のう

え定める期間において、必要な技術指導、情報提供及び現地説明等を行い、業務

の円滑な移行を確保するため、引継ぎを実施するものとする。 

なお、次期業務の内容、事業方式その他引継ぎの状況により、相応の期間を要

すると認められる場合は、委託者、受託者及び次期受託者で協議のうえ、必要な

引継ぎ期間を設定するものとする。 

 

（２）引継資料 

受託者は、契約期間中に整理した運転管理、点検、整備、修繕その他維持管理

に関する記録を基に、次に掲げる事項を含む引継資料を作成し、委託者及び次期

受託者へ提出するものとする。 

① 運転管理上の留意事項 

② 設備ごとの運転状況及び不具合履歴 

③ 点検、整備及び修繕履歴 

④ 緊急時対応に関する事項 

⑤ 契約期間終了時における施設及び設備機器の状態 

⑥ 今後必要となる整備、修繕又は設備更新に関する事項 

⑦ その他、業務の円滑な継続に必要な事項 

 

（３）引継ぎの実施 

受託者は、前項の引継資料に基づき、次期受託者に対する説明、現地での設備

確認その他必要な引継ぎを行い、次期受託者が円滑に業務を開始できるよう協力

するものとする。 

 

 

第１２章 リスク分担 

１．基本的な考え方 

   本業務において発生するリスクについては、その発生原因及び責任の所在に応じて

委託者又は受託者が負担するものとする。 
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   設備の故障、異常その他施設機能に影響を及ぼす事象が発生した場合は、受託者

は、速やかに必要な初動対応を行うとともに、原因調査及び影響範囲の確認を実施

し、その結果を委託者へ報告するものとする。 

なお、当該事象に係る費用負担及び対応方法については、原因調査結果及び責任の

所在を踏まえ、リスク分担表に基づき決定するものとする。 

本表に定めのない事項又は原因の特定が困難な事象については、調査結果を踏ま

え、委託者及び受託者が協議のうえ決定するものとする。 

 

２．リスク分担表：別紙のとおり 
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別紙：リスク分担表 

リスク項目 リスクの内容 委託者 受託者 備考 

契約リスク 委託者の責めにより契約を締結できない

場合 

○ － 契約約款等の定めによる 

受託者の責めにより契約を締結できない

場合 

－ 〇 契約約款等の定めによる 

本業務に関する債務負担行為その他関係

予算について、議会の議決が得られない

場合 

〇 － 契約締結前後の取扱いは契約約款等

の定めによる 

法令等の変

更リスク 

上下水道事業又は本施設に直接関係する

法令、基準等の変更 

〇 △ 施設改造、設備対応等は委託者。受

託者は必要な情報整理等に協力 

広く一般的に適用され、受託者の業務実

施に関係する法令、基準等の変更 

－ 〇 通常の業務実施方法の変更等は受託

者が対応 

第三者賠償

リスク 

受託者の故意、過失又は業務上の不備に

起因する第三者への損害 

－ 〇 受託者の責任及び費用負担 

受託者の業務範囲における浸水、騒音、

振動、悪臭等に起因する第三者への損害 

－ 〇 受託者の業務に起因する場合 

施設の設計、構造、経年劣化その他受託

者の責めに帰さない事由による第三者へ

の損害 

〇 △ 受託者は初動対応、状況確認及び報

告を実施 

住民問題リ

スク 

上下水道事業の運営又は行政サービスと

しての実施に関する住民反対運動、要

望、苦情又は訴訟 

〇 △ 委託者が主体となり、受託者は資料

提供等に協力 

受託者の業務実施に起因する住民反対運

動、苦情又は訴訟 

－ 〇 受託者が主体となって対応 

環境保全リ

スク 

受託者の業務に起因する水質汚濁、薬品

流出、騒音、振動、悪臭等 

－ 〇 受託者の責任及び費用負担 

施設の設計、構造、経年劣化その他受託

者の責めに帰さない環境問題 

〇 △ 受託者は初動対応、影響確認及び報

告を実施 

委託業務の

中止・延期

リスク 

委託者の指示、議会の不承認その他委託

者の責めによる中止又は延期 

〇 － 費用及び契約期間等は契約約款等の

定めによる 

受託者の債務不履行、業務放棄、経営破

綻その他受託者の責めによる中止又は延

期 

－ 〇 受託者の責任及び費用負担 

自然災害その他双方の責めに帰すことが

できない事由による中止又は延期 

〇 △ 継続の可否、費用負担等は契約約款

等に基づき協議 
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下水道施設固有リスク    

リスク項目 リスクの内容 委託者 受託者 備考 

流入水量の

増加 

想定又は施設能力を超える流入 〇 △ 受託者は運転調整、影響確認及び報

告を実施 

流入水質の

悪化 

想定を超える流入水質の悪化 〇 △ 受託者は水質変動に応じた運転対応

等を実施 

悪質下水の

流入 

有害物質等を含む悪質下水の流入 〇 △ 受託者は初動対応、影響確認及び原

因調査を実施 

放流水質の

管理 

要求水準及び法令等に定める基準の遵守 － 〇 受託者の運転管理責任 

汚泥含水率

等の管理 

要求水準を満足する汚泥処理 － 〇 受託者の運転管理責任 

運転管理 設備の監視、操作及び調整 － 〇 適切かつ効率的な施設運転を実施 

水質試験 運転管理に必要な日常的な水質試験 － 〇 受託者が実施 

薬品等の管

理 

薬品の受入れ、保管、在庫及び盗難防止 － 〇 受託者の管理責任 

点検業務 日常・定期・法定点検の未実施又は不備 － 〇 これに起因する故障等は受託者責任 

点検整備・

予防保全 

点検整備計画に基づく整備及び予防保全 △ 〇 必要な整備は委託者と協議し、事前

承認を受けて実施 

軽微な補修 現場で速やかに機能回復できる補修 － 〇 少額の資材及び消耗品を含め受託者

負担 

200万円未満

の整備 

分解、清掃、調整、部品交換等による機

能回復 

△ 〇 委託者の事前承認を受け、受託者負

担で実施 

200万円以上

の整備  

分解整備、部品交換等による機能回復 〇 △ 委託者が発注・費用負担。原因調

査、発注準備、立会い、動作確認等

は受託者 

修繕 整備では機能回復できない故障、破損等

に対する復旧措置 

〇 △ 金額にかかわらず委託者が発注・費

用負担。原因調査、応急措置、仮設

対応、発注準備、連絡調整、立会

い、試運転、動作確認及び結果報告

等は受託者 

設備更新・

改築 

設備の更新、増設又は改築 〇 △ 委託者負担を基本とし、受託者は必

要性、仕様及び概算費用等を整理 

維持管理不

備 

受託者の点検、整備又は運転操作の不備

による設備損傷 

－ 〇 受託者の責任及び費用負担 
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経年劣化 通常の使用による設備の経年的な劣化 〇 △ 受託者は劣化状況を把握し、必要な

整備、修繕又は更新を報告 

要求水準未

達 

受託者の業務上の不備による放流水質等

の未達 

－ 〇 受託者の責任 

外的要因に

よる未達 

流入条件、経年劣化、他工事等による未

達 

〇 △ 受託者は初動対応、影響確認及び影

響軽減措置を実施 

汚泥発生量

の増加 

想定を超える汚泥発生量の増加 △ △ 運転管理又は流入条件等の発生原因

に基づき分担 

汚泥運搬費

の変動 

搬出量の著しい変動 △ △ 契約条件及び実績に基づき協議 

薬品等の使

用量の増加 

薬品、燃料等の使用量の増加 △ △ 受託者の運転に起因する場合は受託

者。流入条件等による場合は協議 

自然災害 地震、豪雨等による施設被害 〇 △ 復旧費用は委託者、初動対応及び応

急措置は受託者 

停電等 外部要因による電力等の供給停止 〇 △ 仮設設備等の直接費は委託者、施設

機能維持に必要な運転対応は受託者 

原因不明の

故障 

原因を直ちに特定できない故障又は異常 △ △ 受託者が原因調査を行い、その結果

に基づき整備又は修繕の区分を決定 

委託内容の

変更 

委託者の指示による運用形態又は業務内

容の変更 

〇 △ 必要に応じて契約変更 

物価・労務

単価の変動 

物価又は労務単価の著しい変動 △ △ 契約約款等に基づき対応 

履行状況の

確認 

業務履行状況の監視、調査及び評価 〇 △ 受託者は資料提供等に協力 

※ ○：主たる負担者   △：対応又は協議に参加   －：原則として負担なし 

 

 


